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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第77期第１四半期及び第78期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり

四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第77期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

第１四半期 
連結累計期間

第78期
第１四半期 
連結累計期間

第77期

会計期間
自 平成23年６月１日
至 平成23年８月31日

自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日

自 平成23年６月１日
至 平成24年５月31日

売上高 (千円) 768,741 823,656 3,872,252

経常利益 (千円) 29,442 68,793 401,385

当期純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △83,291 △8,663 264,153

四半期包括利益又は包
括利益

(千円) △43,945 45,919 305,555

純資産額 (千円) 1,533,522 1,873,501 1,852,011

総資産額 (千円) 4,633,615 4,881,935 5,085,349

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △8.18 △0.85 25.94

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 33.1 38.4 36.4

２ 【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので
あります。 

  
当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、震災後の本格的な復興により、緩やかに回復し、

企業における生産活動や設備投資にも少しずつ持ち直しの動きがみられました。 
しかし一方では、欧州金融不安による世界経済の減速や中国をはじめとする新興国の経済成長の鈍

化、長期化する円高による企業業績の影響など、企業を取り巻く環境は総じて厳しく、景気の下振れリ
スクも懸念され、先行きに不透明な状況で推移いたしました。 
このような経済状況のもと、当社グループは、「ボルト締結分野」において創業以来積み重ねてきた

締結に関する技術を活かし、お客様に満足いただける製品の開発・提供、技術サポート体制の強化なら
びに「締結」に関する課題解決を通した提案営業活動を展開してまいりました。 
また、河内長野に新工場を立ち上げ、組立から出荷までを集約することで、品質の向上や物流機能の

強化、生産の効率化によるコスト削減にも努めてまいりました。 
しかし、外需の鈍化や内需の停滞など国内外市況は一部に回復基調がありますものの、まだまだ厳し

く、当第１四半期連結累計期間における売上高は作業工具類が５億1百万円、機器類が３億２千１百万
円の計８億２千３百万円（前年同期比7.1％増）となりました。 
損益面につきましては、あらゆる諸経費削減等に鋭意努力いたしました結果、営業利益は４千３百万

円（前年同期は１千８百万円の営業利益）、経常利益は６千８百万円（前年同期は２千９百万円の経常
利益）となりました。 
しかしながら、保有株式の価格下落による投資有価証券評価損７千６百万円の計上を余儀なくされ、

四半期純損失は８百万円（前年同期は８千３百万円の四半期純損失）となりました。 
  

各セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
国内におきましては、作業工具類の売上に関して緩やかな回復基調がありますものの、動きは弱く、

また機器類の売上に関しても、依然として建設関連において本格的な回復が見込めない状況の中、売上
の確保に懸命な努力を傾注いたしました結果、売上高合計は６億４千８百万円となりました。その内訳
は、西日本全体が２億９千７百万円、東日本全体が３億５千１百万円であり、前年同期を上回りまし
た。 
海外におきましては、東南アジア市場を中心に作業工具類の売上は好調を維持するとともに、機器類

における売上も北米市場に回復の兆しが見受けられ、輸出合計は１億７千４百万円となり、前年同期を
上回りました。 
  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析
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資産合計は48億８千１百万円となり前連結会計年度末に比べ２億３百万円減少しました。 
この主な要因は、たな卸資産の増加６千３百万円等がありましたが、ソフトウエア仮勘定の減少９千
２百万円、受取手形及び売掛金の減少１億９千１百万円等によるものであります。 

  

負債合計は30億８百万円となり前連結会計年度末に比べ２億２千４百万円減少しました。この主な
要因は、支払手形及び買掛金の減少７千４百万円、長期借入金の減少６千１百万円等によるものであ
ります。 

  

純資産合計は18億７千３百万円となり前連結会計年度末に比べ２千１百万円増加しました。この主
な要因は、利益剰余金の減少６千７百万円等が有りましたが、その他有価証券評価差額金の増加５千
４百万円等によるものであります。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変
更及び新たに生じた課題はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は19,624千円であります。 
なお、当第1四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 

  

(2) 財政状態の分析

（資産）

（負債）

（純資産）

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動
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該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

  

 
  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,613,000

計 19,613,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年10月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,713,000 11,713,000
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 11,713,000 11,713,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年６月１日～ 
平成24年８月31日

─ 11,713 ─ 605,000 ─ 163,380

(6) 【大株主の状況】
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平成24年８月31日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式276株が含まれております。 

２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年５月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。 

  

平成24年８月31日現在 

 
  

該当事項はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式1,531,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,129,000
10,129 ―

単元未満株式
普通株式

53,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 11,713,000 ― ―

総株主の議決権 ― 10,129 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
前田金属工業株式会社

大阪市東成区深江北三丁
目14番３号

1,531,000 ─ 1,531,000 13.07

計 ― 1,531,000 ─ 1,531,000 13.07

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年６月１

日から平成24年８月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年６月１日から平成24年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

－7－



１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 190,181 160,013

受取手形及び売掛金 1,171,106 979,651

有価証券 5,583 5,569

商品及び製品 602,869 651,183

仕掛品 326,563 372,112

原材料及び貯蔵品 326,361 295,735

その他 13,632 27,003

貸倒引当金 △5,270 △3,960

流動資産合計 2,631,028 2,487,311

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 576,274 568,324

機械装置及び運搬具（純額） 71,666 67,333

工具、器具及び備品（純額） 27,526 25,490

土地 740,348 740,348

リース資産（純額） 60,731 73,433

建設仮勘定 372 1,066

有形固定資産合計 1,476,919 1,475,997

無形固定資産

リース資産 12,913 43,475

ソフトウエア仮勘定 92,380 －

その他 7,394 57,842

無形固定資産合計 112,687 101,317

投資その他の資産

投資有価証券 628,929 581,818

その他 246,521 245,854

貸倒引当金 △10,738 △10,363

投資その他の資産合計 864,713 817,309

固定資産合計 2,454,320 2,394,624

資産合計 5,085,349 4,881,935
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 655,273 580,668

短期借入金 1,123,580 1,109,446

リース債務 28,752 29,389

未払法人税等 16,540 1,420

賞与引当金 50,185 27,186

未払金 107,926 69,737

未払費用 34,967 27,846

設備関係支払手形 3,680 3,285

その他 7,963 19,516

流動負債合計 2,028,870 1,868,497

固定負債

長期借入金 746,368 685,318

長期未払金 98,315 101,620

リース債務 97,849 93,052

繰延税金負債 43,021 38,359

退職給付引当金 197,911 200,566

資産除去債務 18,701 18,721

その他 2,300 2,300

固定負債合計 1,204,467 1,139,937

負債合計 3,233,337 3,008,434

純資産の部

株主資本

資本金 605,000 605,000

資本剰余金 163,380 163,380

利益剰余金 1,518,365 1,451,080

自己株式 △403,240 △369,048

株主資本合計 1,883,505 1,850,413

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △31,494 23,088

その他の包括利益累計額合計 △31,494 23,088

純資産合計 1,852,011 1,873,501

負債純資産合計 5,085,349 4,881,935
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日)

売上高 768,741 823,656

売上原価 489,134 507,888

売上総利益 279,607 315,767

販売費及び一般管理費 261,329 272,535

営業利益 18,277 43,231

営業外収益

受取利息 531 193

受取配当金 10,065 11,375

投資有価証券売却益 2,371 12,822

受取賃貸料 － 1,350

その他 1,745 4,054

営業外収益合計 14,713 29,795

営業外費用

支払利息 3,022 3,453

不動産賃貸原価 － 780

その他 525 0

営業外費用合計 3,548 4,234

経常利益 29,442 68,793

特別損失

投資有価証券評価損 111,910 76,603

特別損失合計 111,910 76,603

税金等調整前四半期純損失（△） △82,467 △7,810

法人税、住民税及び事業税 824 853

法人税等調整額 － －

法人税等合計 824 853

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △83,291 △8,663

四半期純損失（△） △83,291 △8,663
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △83,291 △8,663

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 39,346 54,582

その他の包括利益合計 39,346 54,582

四半期包括利益 △43,945 45,919

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △43,945 45,919
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該当事項はありません。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日)  

該当事項はありません。 
  

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年６月１日

以後に取得した有形固定資産等については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しておりま

す。 

この減価償却方法の変更による影響額は軽微であります。 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 
なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおり
であります。 

 

  

１ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

① 前第１四半期連結累計期間(自 平成23年６月１日 至 平成23年８月31日) 

 
  

② 当第１四半期連結累計期間(自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日) 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 
  

２ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【会計方針の変更】

(減価償却方法の変更)

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成24年８月31日)

減価償却費 16,427千円 28,349千円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年８月30日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,927 5 平成23年５月31日 平成23年８月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年８月30日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,908 5 平成24年５月31日 平成24年８月31日
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① 前第１四半期連結累計期間(自 平成23年６月１日 至 平成23年８月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) １ 当社には、報告セグメントに含まれない事業セグメントはありません。 

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と一致しております。 

  

② 当第１四半期連結累計期間(自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) １ 当社には、報告セグメントに含まれない事業セグメントはありません。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント
その他
(注)1

合計
四半期連結損
益計算書計上

額(注)2西日本 東日本 海外 計

売上高

 外部顧客への売上高 290,257 323,205 155,278 768,741 ― 768,741 768,741

 セグメント間の 
 内部売上高又は振替高

1,551 △1,551 ─ ― ― ─ ─

計 291,808 321,654 155,278 768,741 ─ 768,741 768,741

セグメント利益又は損失(△) △4,514 6,294 16,496 18,277 ─ 18,277 18,277

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント
その他
(注)1

合計
四半期連結損
益計算書計上

額(注)2西日本 東日本 海外 計

売上高

 外部顧客への売上高 292,267 356,546 174,842 823,656 ― 823,656 823,656

 セグメント間の 
 内部売上高又は振替高

5,143 △5,143 ― ― ― ― ―

計 297,410 351,403 174,842 823,656 ― 823,656 823,656

セグメント利益又は損失(△) 8,514 11,662 23,055 43,231 ― 43,231 43,231
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１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
至  平成24年８月31日)

1株当たり四半期純損失金額 ８円18銭 ０円85銭

(算定上の基礎)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 83,291 8,663

普通株式に係る四半期純損失(千円) 83,291 8,663

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,184 10,214

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

－15－



  

平成24年10月３日

前田金属工業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている前

田金属工業株式会社の平成24年６月１日から平成25年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成24年６月１日から平成24年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年６月１日から平

成24年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、前田金属工業株式会社及び連結子会社の平

成24年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 
太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    柳  承煥  印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    池田 哲雄  印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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